保育士・幼稚園教諭養成における社会的要請についての考察 by 勝井 陽子
保育士・幼稚園教諭養成における社会的要請につい
ての考察
著者 勝井 陽子
雑誌名 北翔大学短期大学部研究紀要
巻 56
ページ 27-36
発行年 2018-03
URL http://id.nii.ac.jp/1136/00002661/
Ⅰ は じ め に
2017年1月1日時点での日本の人口動態調査（総務省）では，日本人総人口は1億2558万
3658人となり，8年連続で人口減少となっている。また日本人出生数は，98万1202人となり，出
生数の減少と共に出生数が100万人以下となった。そして，日本人死亡者数は130万9515人とな
り，1979年度の調査開始以降最多となり死亡者数が出生数を上回る人口減少社会となっている。
そのような社会構造の変化の中，2015年11月一億総活躍国民会議は「一億総活躍社会の実現
に向けて緊急に実施すべき対策～成長と分配の好循環の形成に向けて～」を公表し，子育て支
援の目標を「希望出生率1.8」と掲げた。その流れの中で，厚生労働省は2015年度補正予算に
て待機児童解消加速化プランの前倒しをおこない，2016年6月にはニッポン一億総活躍プラン
が閣議決定され，その中でも，子ども子育て関係施策として「子育て・介護の環境整備の中で
保育人材確保のための総合的な対策」が提示された。
また，専門的職業人材の養成，キャリア教育という観点からは，2010年7月日本学術会議か
ら「大学と職業との接続の在り方について」の提言が出された1）。提言の中では「若者が学校
から職業に移行する際に大きな困難が伴うようになった現状を直視した上で，若者に対する支
援策を抜本的に再構築しなければならい」と指摘されており，社会的な変化や提言を踏まえ
2011年1月に中央教育審議会は「今後の学校におけるキャリア教育・職業教育の在り方につい
て」の答申を示した2）。2012年8月「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向けて～
生涯学び続け，主体的に考え力を育成する大学へ～」中央教育審議会答申においては，知識基
盤社会，成熟社会の中において短期大学士課程における機能の再構築について，その在り方を
検討することが求められた3）。これを受けて2014年8月中央教育審議会大学分科会大学教育部
会短期大学ワーキンググループから「短期大学の今後の在り方について（審議まとめ）」が出
されることとなった4）。
本稿では，社会的構造の変化に伴う社会的要請の一端を考察する中で，短期大学における保
育士・幼稚園教諭養成教育を実施する中での視点についての検討を行った。
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Ⅱ 社 会 的 背 景
・子ども・子育て支援新制度，待機児童解消加速化プラン，ニッポン一億総活躍プラン
少子化・子育て支援の施策として，2012年には子ども・子育て支援新制度（「子ども・子育
て支援法」，「就学前の子どもに関する教育，保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部
を改正する法律」，「子ども・子育て支援法及び就学前の子どもに関する教育，保育等の総合的
な提供の推進に関する法律の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律」
の子ども・子育て関連3法に基づく制度）が成立し，さらに2013年5月に示された待機児童解
消加速化プランでは，2017年度末までに待機児童解消に向けて40万人分の保育所整備や保育士
確保が計画された5）。
2015年11月一億総活躍国民会議は「一億総活躍社会の実現に向けて緊急に実施すべき対策～
成長と分配の好循環の形成に向けて～」を公表し，子育て支援の目標を「希望出生率1.8」と
掲げた。その流れの中で，厚生労働省は2015年度補正予算にて待機児童解消加速化プランの前
倒しをおこない，2016年6月にはニッポン一億総活躍プランが閣議決定され，その中でも，子
ども子育て関係施策として「子育て・介護の環境整備の中で保育人材確保のための総合的な対
策」が提示された。
そこでは，「希望出生率1.8」の実現に向けて，2017年度末までの保育の受け皿として40万人
分から50万人分に上積み，企業主導型保育事業の開始，事業所内保育所の新設や既存事業所内
保育所の空定員の活用による5万人の受け入れが提示された。さらに保育士の処遇については，
「平成27年度（2015年度）において人事院勧告に従った2％に加え，消費税財源を活用した3
％相当，平成27年度補正予算では1.9％相当の処遇改善を行った。さらに，新たに“経済財政
運営と改革の基本方針2015”12等に記載されている更なる“質の向上”の一環としての2％相
当の処遇改善を行う」とともに，保育士としての技能・経験のある職員について，全産業女性
労働者との賃金差（現在約4万円）を解消できるよう追加的な処遇改善が提示された。その他，
キャリアアップの仕組みの構築や，児童養護施設等においての処遇改善についても提示される
中で，全産業の男女労働者間の賃金差の縮小を視野に保育士についての処遇改善が提示されて
いる。その他，保育士の確保・育成に向けて，修学資金貸付制度の拡充，再就職準備金貸付制
度の創設，保育所の保育補助者雇用の場合，返還免除付きの貸付事業を創設した。さらに，チー
ム保育推進保育所への運営費交付やキャリアに対応した賃金改善，ICT等による労働負担軽減・
勤務環境改善が提示され，保育の基盤整備に加え，保育士の処遇改善，人材の確保・育成，労
働負担の軽減を主として9万人の保育人材の確保が提示され，待機児童問題の解消が目指され
ている。
・子育て安心プラン
2017年6月2日には，待機児童解消加速化プランに続く子育て安心プランが提示された。
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2018年度から3年間にて待機児童数をゼロにするとされ，その後も待機児童数ゼロを維持しよ
うとするものである。「保育の受け皿の拡大」，「保育の受け皿拡大を支える保育人材確保」，
「保護者への寄り添う支援の普及促進」，「保育の受け皿拡大と車の両輪の保育の質の確保」，
「持続可能な保育制度の確立」，「保育と連携した働き方改革」が6つの支援パッケージとして
提示された。
待機児童発生理由に焦点化された対策を中心に展開されており，「保育の受け皿の拡大」に
ついては，都市部での高騰した保育施設への賃借料の補助，大規模マンションでの保育園の設
置促進があげられている。また，待機児童の状況は2013年度，0歳児3,035人（13.3％），1・
2歳児15,621人（68.7％），3歳児以上4,085人（18.0％），合計22,741人であった。2016年度は，
0歳児3,688人（15.7％），1・2歳児16,758人（71.1％），3歳児以上3,107人（13.2％），合計
23,553人となっており，2016年度には待機児童の71.1％が1，2歳児であったことから，本プ
ランでは年間51,000人の1・2歳児の受入が設定された6）。また，その促進策として，幼稚園
における2歳児の受入や預かり保育の実施，小規模保育の普及，家庭的保育の地域コンソーシ
アムの普及，企業主導型保育の推進が考えられている。2014年から2016年の2年間で見ても，
25歳から44歳の女性の正規雇用労働者が17万人増加しており，女性の就業率の上昇，保育申込
者数の上昇，1・2歳児の保育利用率の上昇が示されている。（子育て安心プラン参照）人口
減少社会を支える女性就業率の向上対策としても子育て支援，保育ニーズへの対応は重視され
てきているといえる。
また，「保育の受け皿拡大を支える保育人材確保」については，これまでの処遇改善に加え，
保育園等に勤務する全ての職員を対象とした2％の処遇改善の実施，キャリアアップの仕組み
に基づく処遇改善の実施，キャリアアップの為の研修の実施と代替職員雇上げ費用の補助，保
育補助者の雇上げの支援，保育現場の業務負担軽減の為のICT化等の支援，市町村の保育人
材確保費用の支援，人材確保の取組状況の公表，福祉系国家資格有資格者への保育士養成課程・
試験科目の一部免除が提示された。
「保育と連携した働き方改革」としては，保育園に入ることができない場合の育児休業期間
の延長として育児介護休業法が改正された。
2016年の国民生活基礎調査では，29歳以下，30代，40代，50代，60代，70歳以上の世帯主の
年齢階級別に1世帯当たりの平均所得額の中でも，29歳以下のグループが最も低くなっている。
また，1世帯人員1人当たりの平均所得額においても30代，次いで29歳以下のグループが低く
なっている。ニッポン一億総活躍プランでは，夫婦の平均予定こども数（2.07人）と独身者の
希望こども数（2.12人）（参照）の乖離が指摘されており，若年層の世帯平均所得の低さは，
希望するこどもの数から現実的に考えられるこどもの数を導いているといえる。人口減少，少
子化，待機児童発生，保育士不足，女性就労，不安定雇用，若年層低賃金といった各種の問題
は密接に問題の表裏をなして形成されているといえる。
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出典：厚生労働省2017「子育て安心プラン」
Ⅲ 高等教育におけるキャリア教育・職業教育
教育基本法第2条教育の目標第2項において「個人の価値を尊重して，その能力を伸ばし，
創造性を培い，自主及び自立の精神を養うとともに，職業及び生活との関連を重視し，勤労を
重んずる態度を養うこと。」と教育の目標が掲げられている。
2008年の第1期教育振興基本計画においては，施策として大学・短期大学・高等専門学校・
専修学校等における専門的職業人や実践的・創造的技術者の養成の推進を掲げ「大学・短期大
学における社会的要請の高い課題に対応する教育の取組を支援する。あわせて，専修学校等に
ついて，社会の変化に即応した実践的な職業教育及び専門的な技術教育を行う機能が発揮され
るための取組を促す」7）として職業教育の振興を掲げており，続いて2013年の第2期教育振興
基本計画においても，基本施策として「キャリア教育の充実，職業教育の充実，社会への接続
支援，産学官連携による中核的専門人材，高度職業人の育成の充実・強化」を掲げ，成果目標
として社会的・職業的自立に向けた能力・態度の育成等を挙げ，「社会的・職業的自立の基盤
となる基礎的・汎用的能力を育成するとともに，労働市場の流動化や知識・技能の高度化に対
応し，実践的で専門性の高い知識・技能を，生涯を通じて身に付けられるようにする。このた
め，キャリア教育の充実や，インターンシップの実施状況の改善，就職ミスマッチの改善に向
けた教育・雇用の連携方策の強化を図る。」としており，学校教育に於いては，キャリア教育・
職業に関する教育を重要な課題として捉えられている8）9）。
2010年7月「大学と職業との接続の在り方について」の提言を日本学術会議は示し，「若者
が学校から職業に移行する際に大きな困難が伴うようになった現状を直視した上で，若者に対
する支援策を抜本的に再構築しなければならい」とした10）。
2011年1月「今後の学校におけるキャリア教育・職業教育の在り方について」の答申におい
て，中央教育審議会は「学校から社会・職業への移行」が円滑に行われていないと指摘する。
「コミュニケーション能力など職業人としての基本的な能力の低下」や「職業意識・職業観の
未熟」「進路意識や目的意識が希薄なまま進学する者の増加」など「社会的・職業的自立」に
対する多様な課題を抱えていると指摘する中で，「若者の社会的・職業的自立」と「学校から
社会・職業への移行」についての問題を提示した。そして，この問題はただ単に個人の要因や
育ちに責任があるのではなく，社会的に対応する必要があると考えられており，その中でも，
学校教育は重要な役割を担うものであり，キャリア教育・職業教育を一層充実させる必要があ
るとしている。このように一連の流れの中でキャリア教育・職業教育は，高等教育の中におい
ても積極的に推進されるべき課題であることが認識されている11）。同答申の中において，キャ
リア教育とは「一人一人の社会的・職業的自立に向け，必要な基盤となる能力や態度を育てる
ことを通して，キャリア発達を促す教育」と定義される12）。キャリア教育については，「特定
の活動や指導方法に限定されるものではなく，様々な教育活動を通して実践されるものであり，
一人一人の発達や社会人・職業人としての自立を促す視点から，学校教育を構成していくため
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の理念と方向性を示すもの」とし，キャリアとは，職業人や家庭人，地域社会の一員として多
様な「役割を果たす過程で，自らの役割の価値や自分と役割との関係を見いだしていく連なり
や積み重ね」であり，これを自分らしい生き方と捉えている。働くこと等を通して実現する自
分らしい生き方を実現する過程をキャリア発達であるとしており，自分らしい生き方は，自然
に会得するものではないため学校教育においては，「社会人・職業人として自立していくため
に必要な基盤となる能力や態度を育成することを通じて，一人一人の発達を促していくことが
必要」考えられている。
職業教育については，「一定又は特定の職業に従事するために必要な知識，技能，能力や態
度を育てる教育」と定義し，「特定の専門的な知識・技能の育成とともに，多様な職業に対応
し得る，社会的・職業的自立に向けて必要な基盤となる能力や態度の育成も重要」としつつ，
これらは，学校教育の中のみで完成するのではないとしている。また，職業教育における専門
的な知識・技能や社会的・職業的自立に向けて必要な基盤となる能力や態度の育成については，
実際の職業に関する教育を通して育成することが必要であるとしている。
若者が学校から社会へ，そして職業へ円滑に移行し，社会的・職業的に自立することを目指
すキャリア教育・職業教育であるが，円滑な移行を目指すうえで必要とされる能力は人が生ま
れ持って保持している能力ではなく，学校教育すなわち義務教育から高等教育において育むこ
とが可能な能力であると考えられている。円滑な移行を目指すうえで必要とされる能力として，
基礎的基本的な知識・技能に加え，論理的思考力，創造力，意欲・態度，勤労観・職業観等の
価値観，基礎的汎用的能力としてキャリアプランニング能力，課題対応能力，自己理解・自己
管理能力，人間関係形成・社会形成能力，そして一定の専門的な知識・技能が挙げられ，これ
らの能力により，知識基盤社会のこの時代に若者が学校から社会へ，そして職業へ円滑に移行
し，社会的・職業的に自立することが可能となると考えられている13）。
2012年8月「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向けて～生涯学び続け，主体的
に考え力を育成する大学へ～」中央教育審議会答申においては，知識基盤社会，成熟社会の中
において短期大学士課程における機能の再構築について，その在り方を検討することが求めら
れた。これを受けて2014年8月中央教育審議会大学分科会大学教育部会短期大学ワーキンググ
ループから「短期大学の今後の在り方について（審議まとめ）」が出されることとなった。
Ⅳ 「短期大学の今後の在り方について（審議まとめ）」にみる
保育士・幼稚園教諭養成
2014年8月中央教育審議会大学分科会大学教育部会短期大学ワーキンググループから「短期
大学の今後の在り方について（審議まとめ）」が出された。
まず，その中での現状認識として短期大学が1996年以降減少し続けており，2014年5月時点
で学生数約14万人，そのうち約90％が女性であるとしている。また，最も学生数の多い専門分
野は教育系であり全体に占める比率は37.4％であった。さらに短期大学の学生総数が減少して
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いる中で教育系は微減であり，家政・人文・社会系の3分野の学生が1996年以降約20万人減少
しているここと比較しても顕著な傾向を持っていると考えられている。短期大学の学生の分野
別割合では，2014年現在教育系が37.4％，家政系18.7％，人文系9.3％となっており教育系の学
生割合が突出して高くなっていることを示している。
また，短期大学としての特性として，短期の修業年限と低廉な学費負担であるとして「女性
の教育のニーズに適合した高等教育機関として発展し，我が国の女性の教育水準の向上と社会
進出に貢献してきた。また，・職業又は実際生活に必要な能力・の育成を目的とする高等教育
機関として従来の学問体系にこだわらない学科を設置し，地域の様々な企業や事業所などで実
務に従事する人材を養成してきた」とその人材養成の実績を評価している。
さらに短期大学は，専門職業人や再就職希望者への学習機会の提供，地理的にも各地域に所
在するとして地域コミュニティに密着し，地域社会のニーズを受け止め人材養成を展開してき
たことが評価されている。
その中でも，保育士・幼稚園教諭養成に関しては，専門職業人の養成に多大な実績を上げて
きたとし，「他の学校種にはない，汎用的な職業能力を育む」実績が地域社会においても評価
を受けているとしている。短期大学士課程の目的のひとつが「職業に必要な能力の育成」であ
るが，そのキャリア教育・職業教育については評価されているところであり，今後も職業人材
育成を期待されているところである。
保育士・幼稚園教諭に関しては，国家試験を受験することなく卒業と同時にその資格を取得
できるところであるが，「資格などに関わる知識・技能等に偏ることなく，当該分野における
学問の社会的意義の理解や課題対応型学習等を通じて，社会的・職業的自立に向けて必要な基
盤となる能力や態度の育成を図ることが重要」とし，短期大学卒業生がその多くを占める保育
士・幼稚園教諭養成について，その機能の維持と向上を求めている。地域に輩出した保育士・
幼稚園教諭のキャリアアップ支援としての教育や離職者の再就労再教育の場としても期待され
ている。
今後の短期大学については，その機能別に分化することが推進されている。その機能として
は，保育士，幼稚園教諭，看護師，栄養士，介護人材等の「専門職業人材の養成」。「金融，商
業，ビジネススキル，情報，被服，芸術などの専門知識・技能と幅広い教養を併せ持つ地域コ
ミュニティの基盤となる人材の養成」。教養教育と専門教育を受けた「知識基盤社会に対応し
た教養的素養を有する人材の養成」。「資格取得やキャリアアップを目指す社会人の学び直しプ
ログラムや地域のニーズに対応した」プログラムを実施するなど「多様な生涯学習の機会の提
供」といった機能の分化・重点化が求められている。
Ⅴ 短期大学における保育士・幼稚園教諭養成と社会的背景の視点
2014年8月中央教育審議会大学分科会大学教育部会短期大学ワーキンググループの「短期大
学の今後の在り方について（審議まとめ）」においては，短期大学としての特性として，短期
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の修業年限と低廉な学費負担であるとして「女性の教育のニーズに適合した高等教育機関とし
て発展し，我が国の女性の教育水準の向上と社会進出に貢献してきた。また，・職業又は実際
生活に必要な能力・の育成を目的とする高等教育機関として従来の学問体系にこだわらない学
科を設置し，地域の様々な企業や事業所などで実務に従事する人材を養成してきた」とその人
材養成の実績を評価している点についてでは，図らずも，女性の教育ニーズは低廉な学費であ
ることが提示されている。女性を社会的に拘束しているものとして「女性には低廉な学費しか
かけられない」という社会的認識と現実が存在するということである。歴史的背景やその家族
の中での様々な理由は存在するであろう。しかし，低廉・高価に関わらず，女性であろうと男
性であろうと，その教育，すなわち短期大学・大学を選択することができる社会環境の準備が
求められているということである。「我が国の短期大学は，高等教育の最初の機会を提供し，
その後の多様な進路選択を可能とする ・ファーストステージ・」と同審議まとめにもあるよう
に，高等教育の最初のゲートをくぐる選択の主体は性別を理由に問うてはならない。また，性
別を理由に振り分けられるガラスの天井ならぬガラスのルートが指示された通路（ガラスの通
路）であってはならない。2014年現在，短期大学の男子学生比率は11.6％となっている14）。同
審議まとめも「経済的に厳しい状況にある学生の増加」を指摘しているが，それらは「きめ細
かい対応」「学生支援の在り方」の検討が見込まれている。厳しい経済的状況を支援するため
の奨学金の状況が，その一部を除き学生教育ローンとして卒業後も厳しい返済に追われること
は，昨今更に明らかとなってきている。若年世帯の所得の低さが少子化を招いているという現
状の背景には，奨学金の返済という重しが若年層の双肩にのしかかっているということである。
短期大学の約40％が人口30万人未満の地域に所在し，その分布は全国各地となっている15）。
地元からの入学生が全体の67％（北海道92％），地元都道府県への就職率も約7割（北海道
88.5％）と地域に密着した高等教育機関となっており，保育士・幼稚園教諭もここに含まれる
こととなる16）。短期大学はこれまで数多くの保育士・幼稚園教諭を輩出していることは，多く
の答申等においても認められているところではあるが，認定こども園の誕生により保育教諭の
養成・資格取得に対して既卒者等に対する資格取得の場となっている。また，保育士・幼稚園
教諭の知識と技能を身につけた者が，地域コミュニティに戻る中で，その子育て支援の社会的
資源として活躍されることが期待される。これらは学生個人が知識・技能を身につけることで
完結する教育に留まらず，その知識・技能が社会貢献の可能性を持ちそれらが期待されている
こと，社会的な存在として学生自身が覚知できる教育が期待されている。専門職業人としての
保育士・幼稚園教諭だけでなく，知識基盤社会に対応した教養的素養を有する人材として，地
域コミュニティにおける人材を養成するという視点が同時に求められているのである。
人口減少，少子化，待機児童発生，保育士不足，女性就労，不安定雇用，若年層低賃金といっ
た社会的背景に，保育士・幼稚園教諭として，その多くが女性としてこれらの問題と対峙して
きた結果が現在の状況である。こどもを何人も産みたい，仕事を続けたいと希望していても，
その現実を考えた時，その選択は自身の生活の持続可能性を懸命に考えた結果となり現在に至
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る。保育士・幼稚園教諭として高度な専門教育を高等教育機関が提供するとともに，保育士・
幼稚園教諭として働き続けられる社会的環境の整備，社会の一員として安心してこどもを産み
育める支援の充実が包括的に求められていると考えられる。
Ⅵ お わ り に
本稿では，社会的構造の変化に伴う社会的要請の一端を考察する中で，短期大学における保
育士・幼稚園教諭養成を遂行する中での視点についての検討を行った。人口減少，少子化，待
機児童発生，保育士不足，女性就労，不安定雇用，若年層低賃金等の社会問題・社会的背景に
対して，保育士・幼稚園教諭養成はその社会的要請をダイレクトに受けている。それほどの社
会的な要請に対して，保育士・幼稚園教諭の養成を主として担っているといえる短期大学は，
高等教育機関改革の中においても保育士・幼稚園教諭の養成，専門職業人材の養成をさらに求
められていることが明らかになった。そしてこれらは単に専門職業人の養成に留まらず，地域
コミュニティを支える力として教養を持った市民としての活躍を期待されている人物の育成が
求められ期待されている姿が明らかになったと言える。
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